
報  道  解  禁 

県議会運営委員会（９月５日) 終了後 

令和８年９月定例県議会 

提 出 議 案 等 一 覧 

及び 

令和８年度９月補正 

予 算 案 の 概 要 

島 根 県 



第５００回島根県議会提出議案等一覧 

Ｒ８．９．９提案分 

 

区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

議 案 

(36件) 

予算案 

(17件) 

 

９３ 令和８年度島根県一般会計補正予算（第４号） 
 

９４ 

～ 

１０３ 

令和８年度島根県公債管理特別会計補正予算（第１号） 

外９特別会計補正予算 
 

９４ 公債管理      ９５ 証紙      ９６ 市町村振興資金 
９７ あさひ社会復帰促進センター診療所 
９８ 国民健康保険    ９９ 母子父子寡婦福祉資金 
１００ 農林漁業改善資金  １０１ 中小企業近代化資金 
１０２ 臨港地域整備    １０３ 県営住宅 

 
 

１０４ 

～ 

１０９ 

令和８年度島根県病院事業会計補正予算（第２号） 

外５事業会計補正予算 
 

１０４ 病院   １０５ 電気  １０６ 工業用水道  １０７ 水道 
１０８ 宅地造成 １０９ 流域下水道 

 
 

条例案 

(７件) 

 

１１０ 職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

国家公務員の特殊勤務手当の改正に準じ、重大な災害時において災害応急作業等に従事し

た職員に対する手当の額に係る規定の改正 

 
施行日：公布の日 

（令和８年４月１日から適用） 

 

１１１ 

 

 

 

 
島根県県税条例の一部を改正する条例 
 
県民税の法人税割の超過課税の適用期限を令和14年３月31日まで５年間延長 

 

施行日：公布の日 

 

１１２ 

 

 

 
県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員の特殊勤務手当に関する条例
の一部を改正する条例 
 
国家公務員の特殊勤務手当の改正に準じ、重大な災害時において災害応急業務等に従事し

た県立学校の教育職員及び市町村立学校の教職員に対する手当の額に係る規定の改正 

 

施行日：公布の日 

（令和８年４月１日から適用） 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 
条例案 

つづき 

 

 

１１３ 地方警察職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 
 

国家公務員の特殊勤務手当の改正に準じ、重大な災害時等において救難作業等に従事した

地方警察職員に対する手当の額に係る規定の改正 

 
                       施行日：公布の日 

（令和８年４月１日から適用） 

 

１１４ 島根県さくらおろち湖周辺スポーツ施設条例の一部を改正する条例 
 

島根県さくらおろち湖周辺スポーツ施設の利用者の利便性の向上及び利用の促進を図るた

めの所要の改正 

 ・島根県さくらおろち湖ローイング競技施設の使用料の新設 

   審判艇（25馬力） （１艇４時間につき1,230円） 
 

施行日：公布の日 

 

１１５ 島根県企業局職員の給与の種類及び基準に関する条例及び島根県病院局職員
の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例 

 人事委員会の報告の趣旨並びに一般職の職員の給与に関する法律及び職員の給与に関する

条例の改正を踏まえ、企業局職員及び病院局職員に対して支給する手当について所要の改

正 

①第２種初任給調整手当の新設 

②上記新設に伴う規定の整備 

③一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正 

 

施行日：公布の日 

（令和８年４月１日から適用） 

 

１１６ 島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例等の一部を改
正する条例 

 

 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に

関する法律の施行に伴い、関係条例における児童対象性暴力等を防止等するために必要な

措置について所要の改正 

〔改正対象条例〕 

・島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例 

・島根県認定こども園の認定要件に関する条例 

・島根県幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定め

る条例 

・島根県児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例 

・島根県児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例 

 
施行日：令和８年12月25日 

 

一 般

事件案 

(12件) 

 

１１７ 

 

公立大学法人島根県立大学の出資等に係る不要財産の納付の認可について 
    

 納付する出資等に係る不要財産 

 ・土地（出雲市） 540.00㎡ 

 ・建物（出雲市） 176.10㎡ 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

 一 般

事件案

つづき 

 

１１８ 公立大学法人島根県立大学定款の一部変更について 
 
 変更内容：島根県からの出資等に係る不要財産を県に納付することによる定款の変更 

 施行日：総務大臣及び文部科学大臣の認可の日 

 

１１９ 県の行う建設事業に対する市町村の負担について 

 地方財政法等の規定に基づく令和８年度県営事業に係る市町村負担率の決定 

 
 

１２０ 財産の取得について 島根県立学校教職員用端末 一式 
 
 取得の目的：島根県立学校における教職員用端末の整備 
 取得の方法：購入（一般競争入札） 取得金額：1,489,450,490円 
 取得の相手方：株式会社えすみ松江営業所 
 

１２１ 令和７年度島根県電気事業会計の利益剰余金の処分及び決算の認定について 

 

承認７ 令和８年度島根県一般会計補正予算（第３号） 
 
令和８年６月23日に出雲市内で発生した大規模火災による被害対策の実施に伴う令和８年

度一般会計予算の補正 

・補正予算額40,850千円（補正後予算額：502,234,689千円） 

（令和８年７月21日専決） 

 

認定１ 令和７年度決算の認定について（一般会計及び特別会計） 

 

認定２ 令和７年度島根県病院事業会計決算の認定について 

 

認定３ 令和７年度島根県工業用水道事業会計決算の認定について 

 

認定４ 令和７年度島根県水道事業会計決算の認定について 

 

認定５ 令和７年度島根県宅地造成事業会計決算の認定について 

 

認定６ 令和７年度島根県流域下水道事業会計決算の認定について 

 

報 告 

(３件) 

報告17 健全化判断比率について 

実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率 
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区  分 
 

議     案     名 
議案№ 

報 告 

つづき 

報告18 資金不足比率について 

 

中海水中貯木場特別会計、臨港地域整備特別会計 

病院事業会計、電気事業会計、工業用水道事業会計、水道事業会計、宅地造成事業会計 

流域下水道事業会計 

 

報告19 専決処分事件の報告について（損害賠償）     ９件 

・交通事故     ４件  賠償額合計    227,592円 

・落石等事故    ５件  賠償額合計    524,013円 
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令和８年度９月補正予算案（第４号）について 

 

１ 概 要  

エネルギー価格・物価高騰対策のほか、早急に対応すべきものなどについ 
て措置し、総額１６７億円を計上する。 
 

主な補正項目 
 

  ⑴ エネルギー価格・物価高騰対策           ５７９百万円 

① 中小企業等への支援       ５３７百万円 

・ 事業者からの申請状況を踏まえ、エネルギーコストの削 

減や新事業構築による収益確保のための設備投資等を支援 

する予算を増額 

 

② 住民税非課税世帯への支援       ４２百万円 

・ 市町村からの申請状況を踏まえ、住民税非課税世帯への 

支援金の原資となる予算を増額 

 

  ⑵ その他事業                     

① 住宅の耐震リフォームへの支援              ７百万円 

・ 部分的に耐震性能を向上させる家屋の改修に係る支援に 

ついて、対象住宅を拡充し予算を増額 

 

② 特別支援学校整備事業             １７百万円 

・ 県立松江養護学校の児童生徒数の増加を踏まえ、必要な      

   教育環境を確保するための改修工事を実施 

 

③ 水産技術センターにおける海藻養殖試験事業     ２２百万円 

・ 国からの内示を受けて、海洋環境の変動に左右されない 

 クロノリの生産体制の構築に向けた陸上養殖実証試験を実 

 施 

 

④ 令和８年熊本地震による被災地への職員等派遣 ４９百万円 

・ 被災地に職員等を派遣し、医療・救護、被災宅地の危険 

 度判定等を支援 

 

⑤ 公共事業       １，２４３百万円 
注）特別会計及び企業会計の補正（▲364 百万円）と合わせると、879 百万円 

・ 国の補助金･交付金の内示に伴う補正（1,148 百万円）、 

 道路標識柱の緊急点検・補修に伴う補正（70百万円）等を 

実施 

―5―



⑥ Ｒ８普通交付税算定を踏まえた対応   ９，６７８百万円 

  普通交付税で措置された次の財源を関係基金に積立て 

・ 産業クラスターの形成・拡大や、地場産業の付加価値   ５，２７７百万円 

  向上と販路開拓の推進のために措置された地域未来基金 

費を地域活性化・経済対策調整基金に積立て 

・ 臨時財政対策債の元利償還金の一部を償還するために    ４，４０１百万円 

措置された臨時財政対策債償還基金費を減債基金に積立 

て 

 

⑦ 決算剰余金の活用による基金積立及び県債の繰上償還 

３，６７４百万円 

・ 国民スポーツ大会等運営費負担に備えた基金積立      ９００百万円 

・ 県債の繰上償還                         ２，７７４百万円 

※ 上記のほかＲ８年度の繰上償還等のためにＲ７年度中 

に減債基金に積み立てた 4,655 百万円のうち 4,400 百万 

円は、Ｒ９・10年度の公債費に充当を予定 

 

⑧ 職員給与費等       ▲１０２百万円 

・ 現員現給による年間所要額の精査        ▲１，４２７百万円 

・ 教育現場における緊急対応としての非常勤職員及び校務   １，１１５百万円 

支援員の配置 

     ・ Ｒ７年度は、引き上げ後の定年前に退職する職員数が見    ２１０百万円 

込みよりも減少したことから、不用となったＲ７年度の退 

職手当予算の一部をＲ８年度以降に活用するため、退職手 

当基金に積立て 

 

債務負担行為の設定 
 

公共事業などに係る債務負担行為の設定   ４，２０８百万円 

（追加分２，２５０百万円、変更分１，９５８百万円） 
・ 国の内示等に伴う工事施工期間の変更      ３，５４８百万円 

 

※ 債務負担行為とは、地方公共団体が翌年度以降に債務を負担することについて、 

その原因となる事項、期間及び限度額を予算の内容として定めておくもの 

 

２ 令和８年度一般会計歳入歳出予算 

  ７月専決後予算額          (ａ)      ５，０２２億円 

  ９月補正予算額             (ｂ)        １６７億円 

  補正後予算額         (ａ)＋(ｂ)      ５，１８９億円 

     ＊対前年度同期比           １０６．３％ 

    【参考】令和７年度９月補正後予算額   4,883 億円 
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３ 財 源  

⑴ 国庫支出金                        ４億円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金         １億円 
・その他国庫支出金            ３億円 

⑵ 基金繰入金                       ７億円 
・地域活性化・経済対策調整基金繰入金               １億円 
・島根県制度融資新型コロナウイルス感染症対策基金繰入金      ３億円 
・減債基金繰入金            ３億円 

⑶ 県債                            ６億円 
⑷ 地方交付税                         ９７億円 

⑸ 繰越金                           ５０億円 

⑹ その他の歳入                       ３億円 
     合  計                       １６７億円 
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主 な 補 正 項 目 

１ エネルギー価格・物価高騰対策 

（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

１ 

 

飲食・商業・サー

ビス業等エネル

ギーコスト削減

対策緊急支援事

業 

 

123,000 

 

エネルギー価格高騰の影響を受け

ている飲食・商業・サービス業等の事

業者が取り組むエネルギーコスト削

減効果の高い設備投資等への支援事

業について、申請状況を踏まえて予算

を増額 

 ［助成率］ 

1/2（コロナ資金を利用している

場合は 2/3） 

 ［助成額］ 

20～300 万円 

 

 

商工労働部 
[中小企業課] 

 

２ 

 

ものづくり産業

生産プロセス変

革等支援事業 

 

414,000 

 

エネルギー価格・物価高騰の影響を

受けている製造業者の生産プロセス

の変革・拡大や新事業構築による収益

確保のために必要な設備投資等への

支援事業について、申請状況を踏まえ

て予算を増額 

①通常分  

［助成率］ 

1/2（小規模事業者は 2/3） 

［助成額］ 

 50～2,000 万円 

②三菱マヒンドラ農機株式会社等

の農業用機械事業からの撤退の

影響を受ける取引事業者 

［助成率］ 

3/4 

［助成額］ 

  50～3,000 万円 

 

 

 

 

 

 

商工労働部 
[産業振興課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

３ 

 

エ ネ ル ギ ー 価

格・物価高騰に

伴う低所得世帯

緊急支援事業 

 

42,197 

 

エネルギー価格・物価高騰の影響を

受ける低所得世帯の負担を軽減する

ための支援金について、市町村からの

申請状況を踏まえて支援金の原資と

なる予算を増額 

［対象］ 

住民税非課税世帯 

［実施主体］ 

市町村（市町村に対する補助制

度） 

［助成上限額］ 

支援金助成 

１世帯当たり  ３万円 

 

 

健康福祉部 
[地域福祉課] 
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２ その他 

（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

４ 

 

耐震性能向上リ

フォーム助成事

業 

 

6,700 

 

 地震発生時に家屋倒壊から生命を

守るため、部分的に耐震性能を向上さ

せる改修工事に要する経費の一部助

成について、対象となる住宅の要件を

拡充し予算を増額 

 ［助成対象］ 

２階以下の一戸建て木造住宅 

［対象要件の拡充］ 

昭和 56 年５月 31 日以前着工 

→平成 12 年５月 31 日以前着工 

 ［助成率］1/4 

［助成上限額］30 万円 

 ［事業実施主体］ 

島根県建築住宅センター 

 

 

土木部 
[建築住宅課] 

 

 

５ 

 

特別支援学校校

舎等整備事業 

 

17,387 

 

 松江養護学校川津校舎の児童生徒

数の増加を踏まえ、必要な教育環境を

確保するため教室等を整備 

 

 

教育委員会 
[教育施設課] 

 

６ 

 

水産技術センタ

ー基礎的試験研

究費（海藻養殖

試験事業） 

 

21,600 

 

海洋環境の変動に左右されない生

産体制の構築に向け、水産技術センタ

ー浅海庁舎内（松江市鹿島町）におい

てクロノリの陸上養殖実証試験を実

施（全額国費） 

 

 

農林水産部 
[沿岸漁業振 

興課] 

 

７ 

 

こども性暴力防

止法対応事業 

 

14,916 

 

 こども性暴力防止法の施行に伴い、

学校等で子どもと接する業務に従事

する職員等の犯罪事実の確認に必要

な情報を一括して管理するシステム

を導入 

 

 

教育委員会 
[学校企画課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

８ 

 

特定有人国境離

島地域社会維持

推進交付金事業 

 

56,431 

 

 隠岐航路運賃及び隠岐－出雲間の

航空路運賃が引き上げられたことか

ら、島民負担が増加しないよう、国交

付金を活用し、運賃を引き下げるため

の予算を増額 

 ［負担割合］ 

   国   5.5 /10 

県   2.25/10 

   町村 2.25/10 

 

 

地域振興部 
[交通対策課] 

 

 

９ 

 

熊本地震による

被災地への職員

等派遣 

 

49,338 

 

 被災県等からの要請に基づき、被災

地に職員等（県・市町村・民間）を派

遣し、医療・救護等を支援 

 ［派遣する主な職種と業務内容］ 

  ①医師・看護師 

医療・救護等 

  ②保健師 

健康相談・健康管理 

  ③介護職員等 

    要配慮者への支援 

  ④土木・建築技術職員 

    被災宅地の危険度判定 

  ⑤一般職員 

    罹災証明書の発行業務等 

 

 

健康福祉部 

土木部 

総務部 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

10 

 

証紙特別会計へ

の繰出金 

 

71,912 

 

 令和８年９月末に使用期限を迎え

る収入証紙について、未使用証紙の払

い戻し請求等に対応するため、過去に

一般会計へ繰出した金額の範囲内で

証紙特別会計への繰出しを実施 

 ［証紙特別会計の状況］ 

  ①Ｒ７年度の決算剰余金 

           37,820 千円 

  ②Ｒ８年度の支出見込額 

           109,732 千円 

   ③不足額（②－①） 

           71,912 千円 

※Ｓ44～Ｈ12 の間に一般会計へ 

繰出した決算剰余金の合計額 

   247,717 千円 

 

 

出納局 
[会計課] 

[審査指導課] 

 

 

11 

 

公共事業 

（道路標識柱の

緊急点検・補修） 

 

69,700 

 

 県管理道路上の大型道路標識柱の

うち海岸線から 200ｍ以内にあるもの

の緊急点検・補修を実施 

 ［対象施設］ 

   県管理道路の標識柱 87 本 

 ［実施期間］ 

   Ｒ８～９年度 

［点検方法］ 

   既設標識柱を基礎から外し、目

視により腐食などの損傷の有無

を確認 

［補修方法］ 

  必要に応じ、アンカーボルトの

さび除去、塩害防止処理等の補修

を行ったうえで標識柱を再設置 

［債務負担行為］ 

18,900 千円（Ｒ９年度実施分） 

 

 

 

 

 

 
 

 

土木部 
[道路維持課] 

[港湾空港課] 
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（単位：千円） 

№ 事業名 予算額 説明 所管課 

 

12 

 

決算剰余金の活

用による県債の

繰上償還等 

 

［基金積立］ 

 900,000 

［繰上償還］ 

2,773,972 

 

令和７年度の決算剰余金を活用し、

島根かみあり国スポ等運営費負担に

備えた国民スポーツ大会等開催基金

の積立て及び県債の繰上償還を実施 

 

総務部 
[財政課] 

島根かみあ

り国スポ･

全スポ局 
[総務企画課] 

  １．県債の繰上償還額等 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

２．繰上償還等による収支改善効果 

 
 
 

 

 

 

 
 

    ※ 減債基金に残した額（⑦）をＲ９・10 年度に 22 億円ずつ取り崩し、公債費の財源と 

して活用することで、「財政見通し（Ｒ７.10 月）」で想定していた収支改善を実現 
 

３．国民スポーツ大会等開催基金の令和８年度末残高見込み  8,401 百万円 
 

 ※計数については、それぞれ端数処理を行っているため、合計等と一致しないものがある 

 

    (単位：百万円）

R9 R10 R11 R12 R13 R14～28

減債基金から取り崩
し、公債費に充当 ▲ 2,200 ▲ 2,200 0 0 0 0 ▲ 4,400

繰上償還
(借換債の発行中止)
【推計利率3.3％】

▲ 229 ▲ 225 ▲ 220 ▲ 215 ▲ 211 ▲ 2,613 ▲ 3,713

合　　計 ▲ 2,429 ▲ 2,425 ▲ 220 ▲ 215 ▲ 211 ▲ 2,613 ▲ 8,113

4,400

2,774

7,174

区　分
決算剰余金
活用額

収支改善効果額
合計

13,515

5,208

③補正予算財源 4,887

・Ｒ８．６月補正予算＋７月専決予算 872

・Ｒ８．９月補正予算 1,599

・今後の補正予算に計上予定 2,416

(①－②－③) 3,419

⑤減債基金（一般勘定）に積み立てたもの 4,655

4,288

367

⑥決算剰余金の活用による県債の繰上償還等可能額 （④＋⑤） 8,074

⑦減債基金（一般勘定）に残し、Ｒ９・10の公債費の財源として活用する額 4,400

⑧県債の繰上償還額等（Ｒ８．９月補正予算） （⑥－⑦） 3,674

900

2,774

⑴　令和７年度の実質収支のうち、繰上償還等に活用するもの （単位：百万円）

項　　目

①Ｒ７実質収支（繰越金） 

②Ｒ８当初予算計上済みの繰越金

④県債の繰上償還等に活用

⑶　県債の繰上償還額及び基金の積立額　　　　　　　  　　  （単位：百万円）

項　　目

・国民スポーツ大会等開催基金の積立額

・県債の繰上償還額

金　額

金　額

金　額

⑵　令和７年度中に基金に積み立てたもの         　　　　  　（単位：百万円）

項　　目

・Ｒ７．２月補正予算で積立て

・Ｒ７．３月補正予算（専決）で積立て
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（単位：百万円、％）

９月補正後額 増減(９月補正額) 伸率

(A) (B) (B)-(A) (B)/(A)

１　補助公共事業費 46,652 47,001 349 100.7%

土　木　部 32,280 32,564 284 100.9%

農林水産部 14,373 14,437 65 100.4%

２　県単独公共事業費 12,911 12,802 ▲ 109 99.2%

土　木　部 9,958 9,841 ▲ 117 98.8%

農林水産部 2,953 2,961 8 100.3%

３　国直轄事業負担金 6,809 6,890 81 101.2%

土　木　部 6,477 6,477 0 100.0%

農林水産部 332 413 81 124.4%

４　維持修繕費 13,397 13,955 557 104.2%

土　木　部 13,277 13,834 557 104.2%

農林水産部 120 120 0 100.0%

５　受託事業費 1,108 1,108 0 100.0%

土　木　部 1,076 1,076 0 100.0%

農林水産部 32 32 0 100.0%

６　災害復旧事業費 7,401 7,401 0 100.0%

土　木　部 4,716 4,716 0 100.0%

農林水産部 2,685 2,685 0 100.0%

合　　計 88,277 89,156 879 101.0%

土　木　部 67,784 68,508 724 101.1%

農林水産部 20,493 20,648 155 100.8%

○計数については、それぞれ端数処理を行っているため、合計等と一致しないものがある。

公 共 事 業 の 概 要

事業区分

Ｒ８当初

○本表は、一般会計、特別会計（臨港地域整備特別会計、県営住宅特別会計）、企業会計（流域下水道事業会計）を
　対象としている。
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　 （単位：千円）

 Ｒ７年度 対前年度比

 現　計 ９月補正 計（Ａ） ９月現計（Ｂ） (Ａ）/（Ｂ) Ｒ８ Ｒ７

１ ． 県 税 84,438,801 84,438,801 82,903,500 101.9% 16.3% 17.0% 

２ ． 地 方 消 費 税 清 算 金 38,095,373 38,095,373 33,019,513 115.4% 7.3% 6.8% 

３ ． 地 方 譲 与 税 16,908,000 16,908,000 15,773,000 107.2% 3.3% 3.2% 

４ ． 地 方 特 例 交 付 金 3,075,000 3,075,000 354,000 868.6% 0.6% 0.1% 

５ ． 地 方 交 付 税 187,372,290 9,678,490 197,050,780 181,904,329 108.3% 38.0% 37.3% 

〃 （含臨時財政対策債） (187,372,290) (9,678,490) (197,050,780) (181,904,329) (108.3%) (38.0%) (37.3%)

６ ． 交通安全対策特別交付金 155,000 155,000 167,000 92.8% 0.0% 0.0% 

７ ． 分 担 金 及 び 負 担 金 1,966,196 134,242 2,100,438 1,817,792 115.5% 0.4% 0.4% 

８ ． 使 用 料 及 び 手 数 料 4,071,507 4,071,507 4,026,497 101.1% 0.8% 0.8% 

９ ． 国 庫 支 出 金 83,060,443 379,901 83,440,344 77,484,823 107.7% 16.1% 15.9% 

10 ． 財 産 収 入 2,635,856 23,614 2,659,470 1,713,545 155.2% 0.5% 0.4% 

11 ． 寄 附 金 78,566 78,566 86,533 90.8% 0.0% 0.0% 

12 ． 繰 入 金 15,833,133 711,012 16,544,145 22,874,090 72.3% 3.2% 4.7% 

13 ． 繰 越 金 6,080,821 5,017,635 11,098,456 10,007,180 110.9% 2.1% 2.0% 

14 ． 諸 収 入 15,428,403 118,399 15,546,802 14,560,261 106.8% 3.0% 3.0% 

15 ． 県 債 43,035,300 613,000 43,648,300 41,608,000 104.9% 8.4% 8.5% 

〃 （除臨時財政対策債） (43,035,300) (613,000) (43,648,300) (41,608,000) (104.9%) (8.4%) (8.5%)

合           計 502,234,689 16,676,293 518,910,982 488,300,063 106.3% 100.0% 100.0% 

１ ． 議 会 費 1,047,388 3,916 1,051,304 1,036,820 101.4% 0.2% 0.2%

２ ． 総 務 費 39,756,611 11,277,682 51,034,293 39,394,691 129.5% 9.8% 8.1%

３ ． 民 生 費 62,489,956 523,296 63,013,252 60,918,472 103.4% 12.1% 12.5%

４ ． 衛 生 費 22,220,428 633,123 22,853,551 22,604,069 101.1% 4.4% 4.6%

５ ． 労 働 費 2,459,685 13,855 2,473,540 2,422,055 102.1% 0.5% 0.5%

６ ． 農 林 水 産 業 費 45,162,371 191,877 45,354,248 45,744,795 99.1% 8.7% 9.4%

７ ． 商 工 費 12,721,942 524,785 13,246,727 13,966,868 94.8% 2.6% 2.9%

８ ． 土 木 費 70,614,209 1,070,071 71,684,280 70,575,281 101.6% 13.8% 14.5%

９ ． 警 察 費 23,225,051 ▲ 287,896 22,937,155 21,721,933 105.6% 4.4% 4.4%

10 ． 教 育 費 112,116,046 ▲ 37,030 112,079,016 93,755,521 119.5% 21.6% 19.2%

11 ． 災 害 復 旧 費 7,596,608 ▲ 13,161 7,583,447 8,202,326 92.5% 1.5% 1.7%

12 ． 公 債 費 58,446,933 2,773,972 61,220,905 67,142,711 91.2% 11.8% 13.8%

13 ． 諸 支 出 金 44,077,461 1,803 44,079,264 40,489,521 108.9% 8.5% 8.3%

14 ． 予 備 費 300,000 300,000 325,000 92.3% 0.1% 0.1%

合           計 502,234,689 16,676,293 518,910,982 488,300,063 106.3% 100.0% 100.0%

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

　　歳　　　　出

令和８年度９月補正予算  科目別・目的別内訳一覧表

（一 般 会 計）

区                 分
Ｒ８年度 構　成　比

　　歳　　　　入
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Ｒ７年度 対前年度比

現 計 ９月補正 計（A） ９月現計（Ｂ） （A）／（B) Ｒ８ Ｒ７

1．義   務   的   経   費 233,802,546 2,097,465 235,900,011 234,325,181 100.7% 45.5% 48.0% 

  (1) 人         件         費 130,768,164 ▲ 676,507 130,091,657 124,029,389 104.9% 25.1% 25.4% 

  (2) 公         債         費 58,291,518 2,773,972 61,065,490 66,965,004 91.2% 11.8% 13.7% 

  (3) 扶         助         費 44,742,864 44,742,864 43,330,788 103.3% 8.6% 8.9% 

2．普 通 建 設 事 業 費 96,347,837 1,181,360 97,529,197 92,958,427 104.9% 18.8% 19.2% 

  (1) 補   助   事   業   費 48,539,366 1,150,450 49,689,816 49,636,913 100.1% 9.6% 10.2% 

  (2) 単   独   事   業   費 39,688,926 ▲ 50,531 39,638,395 35,466,635 111.8% 7.6% 7.3% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 6,808,748 81,441 6,890,189 6,601,996 104.4% 1.3% 1.4% 

  (4) 同級他団体事業負担金 6,000 6,000 6,000 100.0% 0.0% 0.0% 

  (5) 受   託   事   業   費 1,304,797 1,304,797 1,246,883 104.6% 0.3% 0.3% 

3．災 害 復 旧 事 業 費 7,343,583  7,343,583 7,963,883 92.2% 1.4% 1.7% 

  (1) 補   助   事   業   費 6,989,583 6,989,583 7,609,883 91.8% 1.3% 1.6% 

  (2) 単   独   事   業   費 354,000 354,000 354,000 100.0% 0.1% 0.1% 

  (3) 直 轄 事 業 負 担 金 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

  (4) 受   託   事   業   費 0 0 0 － 0.0% 0.0% 

4．補      助     費     等 105,601,045 2,368,515 107,969,560 101,929,550 105.9% 20.8% 20.9% 

5．貸          付         金 9,672,634 9,672,634 9,474,640 102.1% 1.9% 1.9% 

6．繰          出         金 4,363,009 66,818 4,429,827 4,601,416 96.3% 0.9% 0.9% 

7．そ          の         他 45,104,035 10,962,135 56,066,170 37,046,966 151.3% 10.8% 7.6% 

合           計 502,234,689 16,676,293 518,910,982 488,300,063 106.3% 100.0% 100.0% 

(注）構成比については、それぞれ四捨五入によっているため、合計と一致しないものがある。

令和８年度９月補正予算  性質別経費内訳一覧表

（一 般 会 計）
( 単位 : 千円 )

区               分

Ｒ８年度 構　　成　　比
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県 予 算 規 模 の 推 移 

                                                                                                  （単位：百万円） 

 
年度 

 

  
６月補正 

 

 
９月補正 

 

 
11 月補正 

 

 
２月補正 

 

 
その他 

 

 
最終専決後 

 
当初 

 
前年比 
(％) 

R3 
 
 

467,018  
(新型コロナウイルス対策  

6,907) 

▲1.7  8,131  
(新型コロナウイルス対策 

8,118) 
追加提案     900  
(新型コロナウイルス対策 

900) 

①      5,061  
(新型コロナウイルス対策 

5,061) 
②      45,709  
(新型コロナウイルス対策 

9,862) 
追加提案   1,035 
(新型コロナウイルス対策 

1,035) 

①      1,772  
(新型コロナウイルス対策 

1,772) 
②       ▲352  
(新型コロナウイルス対策 

増額  1,191  
減額 ▲1,698) 

追加提案  14,774  
(経済対策  13,009) 
(新型コロナウイルス対策 

1,765) 

①      3,139  
(新型コロナウイルス対策 

3,139) 
②    22,309  
(経済対策  10,649) 
(新型コロナウイルス対策 

11,077) 
追加提案   ▲9,366  

 

7/27    336  
(７月大雨災害) 

8/30    265  
(７、８月の大雨・台風) 
1/20  1,200  
(新型コロナウイルス対策) 

555,792 

4 
 
 

482,110  
(新型コロナウイルス対策  

19,123) 

+3.2  ①     3,930  
(新型コロナウイルス対策 

3,930) 
②     1,693  

(新型コロナウイルス対策 
868) 

追加提案   3,192  
(原油価格・物価高騰対策 

3,192) 

   37,154  
(新型コロナウイルス及び 
 原油価格・物価高騰対策 

13,380) 
追加提案      729 
(新型コロナウイルス及び 
 原油価格・物価高騰対策 

729) 
 

3,258  
(新型コロナウイルス及び

原油価格・物価高騰対策 
  増額  4,340  

減額   ▲997) 
追加提案①   1,217  
(給与   1,217) 

追加提案②  20,608  
(原油価格・物価高騰対策 

339) 
(経済対策  20,269) 

①       134  
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
  増額   618  

減額   ▲483) 
②      8,373  
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
増額  1,829  
減額  ▲1,256) 
(経済対策  7,800) 
追加提案 ▲20,881 

 537,262 

5 482,361 
(感染症対策及びエネル
ギー価格・物価高騰対策 

27,068) 

+0.1    4,804 
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
4,455) 

追加提案       66 
(感染症対策及びエネルギ

ー価格・物価高騰対策 
66) 

 

①       125  
(新型コロナウイルス対策 

125) 
②      18,021  
(エネルギー価格・物価高 

騰対策       733) 

①      2,187 
(給与・報酬  2,187) 
②          957 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        25) 
追加提案  22,341  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策    3,122) 
(経済対策  19,180) 

    10,541  
(経済対策  12,662) 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策    ▲2,121) 
追加提案 ▲33,181 

7/28    172  
(７月大雨災害) 

505,865 

6 461,694 

(エネルギー価格・物価 

高騰対策               

3,178) 

▲4.3 402  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        28) 

追加提案       18 

19,350  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       183) 
追加提案      634 

①      3,649 
(給与・報酬  3,649) 
②          628 
追加提案  18,004 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策      553) 
(経済対策  17,451) 

19,883  
(経済対策  20,559) 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        ▲700) 
追加提案 ▲15,488 

7/30     38  
(７月大雨災害) 

505,422 

7 471,965 

(エネルギー価格・物価 

高騰対策               

4,980) 

+2.2 596  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策        59) 

追加提案     535  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       530) 

15,205  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策      454) 

 

①      4,243 
(給与・報酬  4,243) 
②          629 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策      629) 
③        498 
追加提案① 19,860 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       562) 
(経済対策  19,298) 

②  2,894 
(経済対策   2,894) 

28,457  
(経済対策  19,141) 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       9,761) 
追加提案 ▲15,478 

 

1/21     96  
(1 月東部地震) 

1/23    699  
(衆院選挙) 

 

526,278 

8 492,403 

(エネルギー価格・物価 

高騰対策               

2,925) 

+4.3 9,216 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策     1,081) 

追加提案     575  
(エネルギー価格・物価高 
騰対策      575) 

16,676 
(エネルギー価格・物価高 
騰対策       579) 

 

  7/21     41  
(6 月出雲市火災) 
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